
会長就任あいさつ  

1． は じ め に  

2005年から2006年にかけて，電子情報通信学会の会  

長に就任するにあたって，日ごろ考えていることについ  

て申し上げたい．   

2005年は乙酉（きのと とり）の年である．乙は物  

事が始まる春を表し，酉は太陽が没する西を表す．矛盾  

する二つの文字の重なりは，古いものから新しいものへ  

の転換の年を意味するといわれている．   

60年前の1945年には最初のコンピュータENIACが  

作られた．1885年にはダイムラーがガソリンエンジン自  

動車を作った．1765年はワットが蒸気機関を発明した年  

とされている．いずれの乙酉の年にも社会を新しく作り  

換え，技術の主役の交替をもたらすような発明があった．   

2005年には21世紀に明るい，活力ある社会をもたら  

すような新技術の登場を期待している．同時にグローバ  

ル化は避けて通れない道である．産業界も学会もどのよ  

うにグローバル化を生かしながら発展してゆくか．グ  

ローバル化の中での技術と学会を考えたい．  

長が顕著になり，社会における富はその技術によって生  

まれ，社会は富を最大化するように変化する．この原動  

力が生活を変え，社会を変え，政治を変え，文化を変え  

てきたのが近代の歴史である．   

工業時代は動力機関の多様な活用により，世界的に社  

会を変化させた．技術の変化は1770年ごろから生じた  

が，富の支配的部分が工業技術によってもたらされるよ  

うになるには100年を要した．富を生む技術の変化は富  

の生産を最適化するために社会を多様に変化させる．広  

く認識されているのは農業の時代から工業の時代にかけ  

ての就労形態の変化である．これによって人々の居住空  

間が農村から都市に移動した．家族の形態も大家族から  

核家族に変った．義務教育に代表される教育の形も大幅  

に変化した．これ以外にもそれまで安定だと思われてい  

た社会のあらゆる面が変化した．こうした変化は変化に  

直面した人々には多くの困難をもたらしたが，結果とし  

て形成された社会はより良い社会になったことは理解さ  

れている．  
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2．情幸即寺代の社会のけん引力   

技術の変化が社会を変化させることは，18世紀以降  

の歴史の中で顕著である．技術は歴史上の様々な出来事  

にも増して世界を変えている．技術者はこの歴史を当然  

のこととして理解しているが，その歴史を更に考えれば  

次の時代への大きな変化もその延長上に見えてくるので  

はあるまいか．   

いわゆる農業時代，工業時代，情報時代と呼ぶ時代区  

分は技術が世界を変えたことを明らかに表現している．  

それぞれの時代にはその時代を表す技術による生産の成  
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この変化の初期には，特に工業技術の応用による農業  

生産性の大幅な向上と，農産物の輸送システムの進歩に  

よる農産物価格の一貫したデフレーションが生じてい  

る．19世紀の前半までは衣食に代表される需要は十分  

には充足されておらず，工業技術の応用による生産性の  

改善効果が顕著であった．すなわち工業化の前半ではそ  

れまでなかったような全く新しい製品が価値をもたらす  

効果は顕著ではなかった．  

19世紀の終わりからはそれまで存在しなかった多く  

の製品が工業技術によって作られ，新製品を軸とした新  

しい文化と価値の創造が行われた．自動車のような輸送  

技術，電気技術，通信技術がその代表的なものである．  

新しい技術がそれまでなかった需要を創造することに  

よって過去の価値を減少させるデフレーションを脱却  

し，新しい価値を生み出す社会に転換したといえよう．   

工業化のプロセスは各国で時間差をもって生じた．イ  

ギリスでは最も早く生じ，日本ではそのほぼ100年遅れ  

の工業化が見られる．更に日本より，数十年遅く変化を  

経験している国も少なくない．   

こうした社会変革の流れの中で20世紀の後半になる  

と情報技術が現れ，農業生産性の代りに工業生産性を画  

期的に向上することになった．情報技術は工業生産とそ  

の管理プロセスを自動化し，工業生産性の改善のために  

多様に活用され，工業製品の継続的価格低下をもたらし  

てきた．同時に工業生産にかかる各種の条件の変化から，  

生産立地がいわゆる先進国から途上国に移動する現象も  

一般化した．   

情報技術の進展によって近年では製品を低価格化させ  

るだけでなく新しい価値をもたらす製品も数多く登場し  

ている．電子情報通信技術の応用によって，従来の概念  
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になかった新しい製品を作り出し，ライフスタイルと生  

活文化を新たに生み出すような事例が出てきている．技  

術は社会の不足を充足するものではなく，社会に受容さ  

れるような新しい文化を生み出すけん引力になってい  

る．しかしその経済全体に及ぼしている効果はまだ支配  

的なものにはなっていない．これは工業化における19  

世紀中ごろの状況に対比できるのではあるまいか．   

情報化のプロセスは工業化のプロセスとは異なり，こ  

のような変化は世界同時に生じている．これが技術のグ  

ローバル化である．過去において見られたように，一部  

先進国で生じた現象が他の国に数十年の時間をかけて伝  

わるのではなく，世界同時的あるいは，各国文化と連動  

して，利用者主導で出現する．このような価値形成にお  

ける日本，韓国をはじめとする極東の国々の主導性は世  

界的に注目されている．情報時代の国際競争力は，技術  

によって新しい文化を形成し，文化を世界に発信し，そ  

れをベースとして国際貢献を進めることによって生まれ  

よう．グローバル化の時代のリーダーシップには情報の  

発信を迅速に進めることが不可欠であり，このための学  

会の役割は大きい．  

3．電子情報通信技術の変化   

現在の電子情報通信技術の進展は電子回路形成技術の  

進歩に支えられている．LSIの高密度化の経験則である  

ムーアの法則に従って，コストパフォーマンスの改善が  

生じている．5年で10倍のコストパフォーマンスの改  

善は少なくとも1960年ごろから現在まで継続しており，  

109倍の改善となった．この技術を活用したコンピュー  

タ通信のような技術もこの45年間にコンピュータでは  

電子情報通信学会誌Vol．88，No．7，2005   
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図1日本のブロードバンド加入者の成長（1）  

106，通信では104程度のコストパフォーマンスの改善  

を見ている．   

このような進歩の結果として，通信におけるブロード  

バンドの一般化も顕著である．電子情報通信技術の進展  

を新しい社会価値に結び付ける技術要素として一般家庭  

までブロードバンドが展開されることは不可欠であり，  

ブロードバンドが生み出す新しい社会価値への関心が世  

界的に広がっている．この分野では日本，韓国をはじめ  

とする極東地域が世界的に注目されている．   

図1はよく知られた我が国における代表的な方式であ  

るADSL，ケーブルTV及び光ファイバによるブロード  

バンド加入者数の最近の推移を表している．ブロードバ  

ンド加入者の総数は日本でも2，000万に達しようとして  

いる．ブロードバンドの方式として初期にはケーブル  

TVによるものが一般的であったが，2001年にはADSL  

が急速に伸び，更に2004年以降は光ファイバ加入の伸  

びが顕著になってきている（1）．光ファイバによるブロー  

ドバンド加入者の数はケーブルTVによるブロードバン  

ド加入者数の数を超えようとしている．   

ブロードバンドの安定な実現方式としては光ファイバ  

による方式が優れていることはもちろんである．最近で  

はADSLの純増が頭打ちになる一方，光ファイバによ  

る加入者数が上向く傾向がある．光ファイバ加入者では  

終演 会長就任にあたって一挙会とグローバル化する技術鵬  

19951996 t99719981999 2000 20012002 2003  

（年）  

一卜主要都市平均 一口ー主要部市中心部・・☆・・全国平均  

図2 日本のき線点光化率   

世界的にも我が国がトップにある．図2は光ファイバの  

いわゆるき線点光化率であり，全国平均でも70％を超  

える加入者に対してき線点光化が実現されている．この  

ようなブロードバンド化が進む一方で，電話の通爵は顕  

著に減少している．日本における一般電話の利用は2000  

年をピークとし，それ以降年率15ヲ≦の程度で通話時間  

数が減少している．  
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生む・通信事業体も，廼信機器製造業もこのような変化  

に伴ってその収益構造が変化し，収益の最適化を求めて  

事業形態を変化させ，一部の事業では縮小も顕著である．   

しかし国全体として見れば，通信事業の売上げは一貫  

して大きく伸びている．図3は通信白書から見た日本に  

おける通信の売上げの変化である．1987年ごろ6兆円  

であった通信の売上げは2000年には3倍に達している．  

増加分の多くは携帯通信の売上げによるものであること  

は当然であるが，それ以外の部分もその伸びは顕著であ  

る．いわゆる失われた10年と呼ばれる期間にこのよう  

な成長を見せた産業はほかにはない．これも情報社会に  

向かう大きな流れである．   

表1はOECD通信白書に見る各国における通信の総  

売上げの1991～2001年のデータを幾つかの国について  

取り出したものである（3）．oECD各国の中で最大の年成  

長を示しているのは韓国の11．5ヲ‘であるが，日本はそ  

れに次ぐ10．5ヲ‘の成長となっていることも注目すべき  

である．多くの国で7～8％の大きな成長も見られるが，  

それに比しても日本は大きな成功を収めたと評価できよ  

う．   

このような技術の変化とそれがもたらす生活，事業等  

の広範な変化は情報社会に向かう多様な変化の分かりや  

すい例である．今その変化が生じつつあるという意味で  

も実感しやすい．こうした変化は今後ほかの多くの側面  

で生じ全体として社会を継続的に変えていくと考えられ  

る．変化を積極的に活用して新しい社会を作ってゆくこ  

とが世界的に同時に進行し，そのスピードが国際競争力  

になってゆくのが変革期における技術競争の特質なので  

はあるまいか．   

’87’88’89’90’引’92’93’94’95’96’97’98’99℃0  

（牛）  

図3 日本の通信産業の成長   

インターネットのトラヒックはこうしたブロードバン  

ド化を背景として急増している．総務省の調査では，イ  

ンターネットサービスプロバイダ相互の接続回線の回線  

容量は2004年2月でほぼ1Tbit／sと推定されている（2）．  

これに対して電話の接続時間で推定した通信量はその  

5ヲ‘以下である．   

ネットワーク全体の容量の中で電話の通信量は1995  

年くらいまでは大部分を占めていたのに村して，今日で  

はほとんど無視できる程度になった．インターネットの  

トラヒックは年率で2～3倍増加しており，インター  

ネットトラヒックの支配的傾向は一層顕著になってい  

る．   

これに伴って，音声のトラヒックはますますVoIPに  

移行している．ネットワークは伝統的な電話モデルから  

インターネットモデルに移行している．   

電話は多様に活用され社会の基盤となっている．組織  

間のやり取り，組織と個人のやり取りも電話を想定して  

形成された情報の流れに依存している部分も大きい．こ  

うした社会，文化がネットワークの変化に対応してどの  

ように変化し，どのように継承されるかは技術が生む通  

信文化の変化の先駆的な例として注目すべきである．   

このような変化は当然ネットワークビジネスの変化を  

4．すべての科学技術のけん引力としての  
電子情報通信技術  

近年進歩が著しい科学技術にはいろいろな分野があ  

る．また経済成長可能性を追求するものとして社会的に  

重視されている分野もある．   

日本の科学技術基本計画においてはライフサイエン  

ス，情報通信，環境，ナノテク・材料を重点4分野とし  

ている．多くの分野の技術課題を見ても電子情報通信技  

術はそれ自体のみならず多くの分野において技術進歩の  

けん引力となっていることが分かる．例えばライフサイ  

エンスを進展させたのはゲノムの分析をはじめとして，  

大量の試験体を高速に解析する技術に負うところが多  

い．たん自質の設計法においてもバイオインフォマ  

ティックスの進展は重要である．情報技術を駆使した解  

析，シミュレーションその他の手法が進展したことがラ  

イフサイエンスの分野での多くのブレークスルーにつな  

がっている．   

このようなことは，例えば文部科学省科学技術政策研  

電子情報通信学会誌Vol．88，No．7，2005   

表1各国の通信の売上げの成長（3）  

1991   2001   年成長率（％）   

Finland   2，140   4，233   7．1   
Franee   20，527   29，270   3．6   
Germany   28，430   57，075   7．2   

Japan   52，115   141，943   10．5   
Korea   6，112   18，131   11．5   
U王く   26，031   55，828   7．9   
USA   153，942   344，262   8．4   
AustI・alia   9，554   13．382   3．4   
NewZealand   1，484   2，117   3．6   
Turkey   2，744   5，888   7．9   
OECD   382，426   331，294   8．1   

単位：100万ドル  
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エレクトロニクス  

文部科学省科学技術政策研究所 第8回技術予測調査（2005年3月）   

図4 2015年までに積極的に進めるべき融合・連携関係（d）  

表2 SClによる各国の論文産出量（2001年）（6）  究所が行った技術予測調査等，多くの調査でも示されて  

いる．図4は上記調査の中で各分野が融合・連携を積極  

的に進めるべき分野の関連囲である（4）．図では矢印の方  

向で，ある分野が他の分野を必要としていることを表現  

している．情報通信の発展のためには社会技術，エレク  

トロニクスが重要ではあるが，他の多くの分野はその発  

展のために情報通信技術を重要視していることは明らか  

である．この調査では2015年までの発展には情報通信  

技術が重要であり，2016年から2025年には，環境技術，  

ライフサイエンスが連携すべき重要な分野とされている  

が，これは環境的制約の大きさが各分野の発展の阻害要  

因となることを想定したものと考えられる．   

いずれの時代にも社会の発展は経済の発展を伴い，こ  

れは結果としてエネルギーと資源の大量消費に結び付  

き，環境問題を生じてきた．環境の問題を考えるとき，  

経済の発展は頭打ちになるというのが，現代の閉そく感  

の大きな原因である．   

電子情報通信の技術はそれに必要なエネルギーは無視  

できないにせよ，本質的にエネルギーによって付加価値  

を求めるものではない．更に仮想化技術により，移動を  

伴わずに共同作業し，コミュニケーションを図ることに  

よって，従来移動に費やされていたエネルギーを不安に  

して，環境問題を軽減することができる．電子情報通信  

技術で付加価値を付けることによって，環境，エネルギー  

の制約を受けることのない大きな成長の可能性がある．  

電子情報通信技術による新しい価値体系と産業が求めら  

れている．   

科学技術の重要性を認識して我が国では科学技術基本  

計画の下に年間3．8兆円にも及ぶ科学技術予算が組まれ  

ている．情報通信は4重点分野の中に位置付けられてい  

講演 会長就任にあたって一学会とグローバル化する技術－  

トップ10％   

アメリカ   33，7ヲ右   49，7％   

8．8％   8．4ヲ占   

イギリス   8．2ヲ占   11．4ヲ‘   

ドイツ   7．5ヲ≦   10．1ヲ占   

フランス   5．7％   6．9％  仝論文          日本  
SCI（ScienceCitationIndex）  

る．しかし4重点分野の中で政府の科学技術予算配分に  

は大小があり，ライフサイエンスの22％に対して情報  

通信は次第に増加しているとはいえ，8．5ヲ‘にすぎな  

い（5）．将来の技術全体のけん引力となる技術として，よ  

り活発な研究が行われることを期待したい．  

5．グ⊂トーパル時代の学会の役割  

将来の社会を支える情報通信分野について，学術的な  

貢献を通して社会の発展に資することが学会の役割であ  

ることは当然である．グローバル化が進む現代において  

は，学会の活動もグローバルに展開することが求められ  

る．表2は文部科学省科学技術政策研究所がScience  

CitationIndex（SCI）を元に分析した論文産出の国際比較  

である．表には引用論文で評価したトップ10％の論文  

と全論文の国別の産出量が示されている（6）．   

国は論文を産出した組織の所属国を示しており，著者  

がその国の国籍を持っていることは意味しない．アメリ  

カの論文産出が大きいことはよく知られているが，日本  

がそれに次ぐ地位を占めていることも特筆してよい．た  

だこの論文の数にはSCIで扱っている英文論文しか入っ  

ていない．英文の論文以外を無視するのはSCIの性質上  
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やむを得ないことであるが，各国語の論文を数に入れれ  

ば，この数字上の差は大幅に変化するものと考えられる．   

残念なことに国の科学技術政策ではSCIが過度に重視  

され，日本語の論文についてはその総数すらも文部科学  

省はデータとして把握していない．少なくとも日本語論  

文に関する統計データが広く活用できるような環境の整  

備を期待したい．   

各国において，その国語で学術論文を生産し続けるこ  

とはますます困難になりつつあるとき，電子情報通信学  

会が日本語論文を生産し続ける意味は大きく，その継続  

を可能にする会員各位の御支援をお願いするとともに，  

これがより大きい世界的貢献と評価されるような仕組み  

の構築に努力したい．   

更に産業界について考えれば，・産業界のグローバル化  

は，貿易において各国で産出した工業製品を輸出するパ  

ターンから，海外で産出する，あるいは海外でサービス  

業を行うというパターンに大きく変化している．   

日本について考えれば，日本の状況を理解し，日本語  

でコミュニケーションが可能な人材が各国にいることは  

大きな助けになる．アメリカにおけるグローバル化の成  

功の原因として，必ずしも十分意識されてはいないが，  

国際的語学教育政策，留学生政策と学会を通しての卒業  

生への継続的な情報の提供が，人材供給の基盤となり，  

産業の国際進出の基礎になっていることは見逃せない要  

因であり，中でも学会の役割は大きい．欧州各国でもこ  

うした語学教育，留学生政策に努力が見られる．   

日本では，語学等英語国に比べ上記の条件を実現する  

には，大きなハンディキャップが存在することは当然で  

あるが，その一部でも実現する努力は着実に進めなけれ  

ばならない．こうした努力は産業界の発展のための努力  

であり，産業界との協力なしには困難である．日本の産  

業界も学術論文の産出のみならず，各種の発信の基礎条  

件を形成するものとして学会の意義を理解し，こうした  

作業に御協力頂きたいと考えている．このような理解の  

努力が各国で行われることによって国際的相互理解が深  

まり平和なグローバル社会が出現することを期待した  

い．   

電子情報通信学会は英文誌の国際化では顕著な成功を  

収めている．これを基礎として当学会では，主としてア  

ジアにおける会員を増強し，各種の情報発信を強化して  

ゆくために海外地域代表者制度を平成14年度から開始  

している．こうした活動を電子情報通信産業のグローバ  

ル化の一助として活用するために，各位の積極的な参加  

をお願いしたい．  

6．あ と が き  

電子情報通信学会の活動を通して，明るい21世紀の  

日本を形成してゆくためには，学会に多くの方々が参画  

され，明るい夢を持ちながら，技術の発展に協力してゆ  

くことが重要である．このような活動を通して，産業界  

を活性化し，多くの若者に夢を与えることができれば，  

我が国の未来は明るい．   

残念なことに多くの先進国では社会の発展に閉そく感  

が付きまとっている．これが若者の理工系離れを生じ，  

技術の将来を不透明なものとしがちである．   

農業時代から工業時代への移行では，GDPが1けた  

以上も増えた．その後の変化も加え，2000年の日本に  

おける産出は一次産業全体でもGDPは1．3％にすぎな  

い．今後工業時代から情事即寺代の移行でGDPは更に1  

けた以上増大する可能性がある．これからの経済成長は  

資源，環境の制約を受けることなく成長を可能にする電  

子情報通信技術によるしかない．21世紀中に工業の  

GDPに占める比率の低下を補って，社会を発展させる  

のは電子情報通信技術である．   

明るい21世紀を作る夢を語りながら電子情報通信学  

会の発展に尽力したいと考えている．会員各位の積極的  

参加とアイデアを期待して就任のあいさつとしたい．  
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